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都の新たな被害想定を受け質疑都の新たな被害想定を受け質疑

消火栓・排水栓を利用した応急給水訓練の充実を！

　木造住宅密集地域の初期消火活動に効果的な排水栓。
その活用に積極的に取り組んできた加藤都議は、5月28日
の都議会防災対策特別委員会でこの問題を取上げ、①排
水栓は水道局の管轄だが、消防庁は設置場所を把握して
いない。消防庁の取り組みを支援すべき②地域住民が排
水栓を活用できるよう、排水栓を使った消防訓練の実施
などを主張しました。
　増子水道局長は「排水栓の情報を提供するなど、活用に
向けて協力していく」と答え、北村消防総監は「（排水栓の

　また、加藤都議は、いざというときには消火栓や排水栓
を使って応急給水が可能となることから、地元区や地域住
民と連携した応急給水訓練を積極的に行っていくよう求
めました。
　増子水道局長は、23年度に消火栓を活用した応急給水

活用は）木造住宅密集地域における初期消火に十分な効
果が期待できることから、水道局との間で排水栓を使用す
るための覚書を締結する予定」と答弁。その上で「消防団
や自主防災組織などに対し、地域における実践的訓練を
通じ、普及を図る」と答えました。
　質疑の内容は翌29日の新聞に掲載され、6月7日には東
京消防庁と水道局から、初期消火に排水栓を活用するため
の覚書締結が正式に発表されました。

訓練は計16回開催されたと報告、今後も積極的に進めてい
くと答弁しました。
　今後も災害に強いまちづくりにむけ、消火や給水などの
訓練の機会を通じて使い方の普及を図るとともに、自主防
災組織の育成支援に取り組んでまいります。

Q. 浸水が想定される広域避難場所・荒川四ツ木橋緑地の見直しを
A. 現在進めている指定見直しの中で検討してまいります。

Q. 堤防等の耐震性の強化に早期に取り組め
A. （新たな）被害想定を踏まえ、現在調査結果を取りまとめておりま
　　す。（中略）新たな整備計画を策定して整備目標を示すとともに、

　　必要な対策を計画的に進めてまいります。

　都と墨田区は4月30日、東京スカイツリーで「大規模テロ災害対処訓練」
を行い、区民ら約1900人が参加しました。
　今回の訓練は、「展望デッキ」で有毒物質（サリン）が散布され、来場者の
避難や、負傷者の救助訓練（写真①）、「スカイアリーナ」では、避難者の除染
や、負傷者の救命処置が行われました。「ソラマチひろば」では、不審者を取
り押さえ（写真②）、爆発物を処理しました。（写真③）

　スカイツリータウンには、年間2500万人（初年度は3200万人）に及ぶ
来場者が見込まれており、テロの標的になる可能性は否定できません。今
回、警察、消防、東京DMAT（災害医療派遣チーム）、自衛隊などの迅速な連
携が確認できました。今後も一層の体制強化に取り組んでいきたいと思い
ます。

防災対策特別委員会ーーその他の質疑

スカイツリーでの対テロ訓練を視察スカイツリーでの対テロ訓練を視察
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防災・減災対策、節電対策などで活発に提案！

民間資金の活用による整備・更新を提案
耐用年数を過ぎた多くの橋や道路、上下水道などの更新を加速し、

命を守る防災力を高めるため、都議会公明党はインフラ
ファンドなど民間資金の導入を検討するよう提案。都側
は提案も踏まえて必要な財源を確保すると答えました。

緊急輸送道路では平成27年度末までに完了
橋の崩落による緊急輸送道路の寸断を防ぐため、建設局が管理す

る同道路の401橋について、平成23年度までに289橋の耐震化を完了
しており、残り112橋については27年度末までに完了
させます。

都心４処理区の老朽化対策を加速
都内では下水道管の老朽化が原因の道路陥没が年間約1000件発

生しています。都は整備年代の古い都心４処理区の約４分の１で下
水道の再構築を完了しており、平成41年度までに全て完了するよう事
業をスピードアップさせます。

管とマンホールの耐震対策を強化へ
区部避難所など約2500カ所における管とマン

ホールの接続部の耐震化を来年度に完了させま
す。さらに今後、マンホールの浮上抑制対策と併
せてターミナル駅や行政機関庁舎などへ対象を
広げます。

耐震継手管への早期取り替えを実施へ
都の水道管路は耐震化をほぼ完了していますが、継手の耐震化は

27％の整備率となっています。このため都は、
平成31年度に耐震継手率が48％となるよう取
り替えを倍増し、さらに、避難所などの重要施
設で優先的に事業を進めます。

旧耐震基準の約８割は耐震診断実施せず
都議会公明党が今年３月の予算特別委員会で取り上げた、都内分

譲マンション実態調査の結果が判明しました。これによると、旧耐震基
準のマンションは全体の約２割に当たる１万1600棟で、このうちピロ
ティ付きは1800棟でした。さらに旧耐震基準の約８割は耐震診断を
実施していませんでした。

調査結果受け、報告書やパンフを作成へ
都は今後、耐震化を進める上での課題や、耐震診断・改修を実施で

きたマンションの特徴などをまと
めた報告書を作成して情報提供
します。また、耐震診断を促すパ
ンフレットを作成し、啓発隊を派
遣して管理組合に助言・誘導を行
います。

なるほど

都市インフラ 下水道

橋の耐震化

水道施設

分譲マンション

平成32年度の耐震化率100％へ取り組み加速
居住者が安心して都営住宅に暮らせるように、都は「2020年の東

京」計画の策定などを受け、平成32年度までに耐震化率100％を達成
することを目標として整備プログラムを速やかに改定し、耐震化を計
画的かつ着実に進めていきます。

都営住宅

地域防災力の向上

専門知識持つアドバイザーの活用を検討
都は四つのモデル地区で、防災活動の専門家をアドバイザーとして

派遣。今後避難所運営などの成果を他の地域へと
広げて、点から面へと展開させます。また、地域や企
業で活動する、防災の知識を持った多彩な人材の
活用も検討します。

電気料金の値上げについて、東京電力が国に認可の申請を行った
ことから、都議会公明党の主張を受けて都は、製造業の90％を占める
中小企業の経済活動が失速しないように、電力の効率的な利用に資
する装置導入への支援を検討します。

家庭において、電力使用状況の「見える化」を図り、むだを制御でき
る「ホーム・エネルギー・マネジメント・システム」（HEMS）が実用化さ
れつつあることから、都はHEMSの
活用について、新たな取り組みを検
討します。

効率的な設備導入する中小企業に支援を

家庭の電力「見える化」で取り組み検討

エネルギー対策

太陽光発電

今７月から始まる固定価格買取制度を受け、都は現在、太陽光発電
の普及拡大に資する事業者の提案を募集して
います。今後は、屋根貸し事業における建物事
業者と発電事業者のマッチングなど、実効性の
高い新たな普及策を構築します。

民間の発想活用し、新たな普及策を構築


